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E 世論調査に見る対日認識
この章は， 1979年の 4月下旬から 5月の上旬にかけて駐豪日本大使館が























































































































性に多く， 2396が独裁制， 17%が共産主義と回答している D 又若年間に誤解
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おわりに
オーストラリアと日本との関係は， 1952年における対日講和条約締結を契
機に，経済・貿易関係を中軸として大きく発展してきた。 1950年代の末期か
ら1970年代の初頭までの両国関係は「密月時代」と呼ばれているo との時期
に日本の重化学工業はオーストラリアからの鉱物資源の供給により今日の基
礎を確立した。そのことは又オーストラリアにとっても経済の発達をもたら
した。斯る経済の補完関係は，世界の景気が好調であるとき順調に発展する
ものであるが， 1970年代を入ると，世界経済は，第四次中東戦争とオイル・
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ショックのあおりを受けて，深刻な不況に直面した。従ってオーストラリア
と日本との関係もその影響の外に留ることは出来なかった。
その時点までに発展してきたオーストラリアと日本との関係を確固たるも
のにし，それを更に拡充・発展させるための措置をオーストラリア政府は模
索し始めた。そしてその手始めに広範な活動関係を律する基本的枠組として
1976年に豪日友好協力基本条約を締結した。次にそれに基づく二国関係を確
実なものにするため，もう一度日本を総合的に調査，研究する必要性をオー
ストラリア政府は痛感した。斯くして豪日関係に関する特別作業委員会が設
立され，報告が求められたのである。
報告は多岐にわたるものになったが，その基調である日本重視の姿勢は，
上院外交・国防常設委員会が1972年に行った報告と同じである。経済，貿易
関係を更に拡充・発展させるには，先ずオーストラリアと日本との政治・外
交関係を安定させる必要があり，その方策として文化・情報関係をも重視す
るよう求めている。すなわちあらゆるレベソレで、の二国聞の交流が両国関係の
礎野をひろげ，それが結局は経済・貿易関係のスムーズな発展につながるも
のであると指摘し，そのように努力するように勧告している。
この報告は，寧ろ官界・政界レベルの対日観であるが，日本の大使館が
ANOP社に委託して実施した対日世論調査は一般市民の対日認識そして対
日観を表すものとして，マイヤー報告におとらず重要である。日本を重要視
する態度は市民の聞にも定着していることを示しており，両国間の関係の一
層の発展と拡大を希求していると言うことが出来るだろう o
乙のように官民あげての日本重視のオーストラリアに対して，日本がどれ
程誠実に対応して行乙うとしているのか大いに注目する必要があろう o
